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1.タイにおける日本語教育の広 が り
198〔}年代か ら始 まった タイにお ける 日本語学習者数 は、一 時期ほ どの勢 いはない もの
の、確実に増 え続 けてい る。特 に中学 ・高校 などの中等教育機関における 日本語の広が ン)
が 目覚 しい。1994年か らは、 国際交流フ,辱金 バ ンコックセ ンターの主催 による高 校の 日本
語教師養成 プログラムが始 ま り、それ まで20数 校 しか なか った高校 で続 々と日木語が聞
講 され るようになった。工998年度 か らは大学 の入試科 目に 日木語が取 り人れ られる よう
に な り、2(〕〔1〔}年か らは高佼生のための 日本語教科書 の作成 も始 まった。(2003年度完成)D
この ような動 きはバ ンコクだ けではな く地方 を含 めた タイ全土 に広がっておll、2003年
現在、76県中68県 でL∫本語教 ず罫が開講 されてい る(深 澤2〔)()3)。こう した動 きを受 けて
大学側 も独 自の受 け入れ方針 を打 ち出 し始めq:、口本語 カリキュラムも苛1,i成皆 えが相次い
でいるD
タイにお いてこの,仁うに日本語が普 及 して きた背 景には、 日木企業 の東 晦アジアヘの
海外進出が大 きな影饗 を与 えている。実際に は日系企業の タイヘ の進 出は、 日木人技術者
の生産活動や企業活動 を通 じて1960年代か ら始 まってお り、現在 では自動 車閃連産業は
もちろんのこ と、従来 シンガポールに拠点 を構 えていた電気部品メーカー もタイをは じめ
マ レー シア、 イン ドネシアな どへ生 産拠点 を移 しつつある。バ ンコ クの 日本人商工会議所
に所 属する 月系 企業の故だけで も2001年現在1,207社、雇用 人flは40万人に達する。実
際にはその約4～5倍 の在 タ イ日系 企業が 見込 まれるので 、そ の放は5,000杜を越え、世
界的 に見て もニュー ヨー クについで 第2位 の位 置を占めてい る(盤 谷 円木人商工 会議所
2004)・員近で は中小企業の流入 も著 しく、言 語面で苫慮 してい るところ も多い と言われ
ているが、具体的 に企業 内で どの ような言語的需要があるか、 どのような場而で 日本語が
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必要とされているのか、またそれはどのような種類の日本語かといった詳 しい調査はなさ
れていないのが現状である。日系企業は今後も増加が確実視されており、それに伴い日本
語の需要も増大が見込まれるため、その実態や将来的な二一ズを明らかにすることが早急
に求められている。
2.先行研究
日本国 内にお ける ビジネス場面 での調査研究 に は、清(1995)、近藤(1998)がある。
前 者は、 ビジネス関係者が 日本語で仕事 を遂行す る上で感 じている支障点 をインタビュー
に より調査 し今後の教授内容 を探った ものであ り、現行の上級学習者対象 の会話教材 や教
室 活動 と現場の二一ズ との問 にずれがあることを検証 している・後者 は、接触場面 にお い
て ビジネス関係者が感 じている問題点を調査 し、統計的手法を用いて当事者的 な視点か ら
見たemicな分析 を行 い、出身圏、滞在期間、企業の属 性の違いが問題点の把握 に大 きく
影響を与えていると結論づけている。 また、西尾(1995)はビジネス関係者 の日本語教育
の特徴 として多様性、多忙 と効率、商習慣や敬語 を含 むビジネス コミュニケーシ ョンの理
解 を挙 げ、素材であ るU本 語その ものの学習 と 目的である ビジ ネス との二つの思考 をカ リ
キュラムの中で どの ように組み合わせ るかが問題であ ると述べている。こう した国内の ビ
ジネス場面での研究 はほとん どが上級者 を対象 としてお り、海外 で間題 となる初中級 レベ
ルの学 習者が どの ようなビジネス 日本語 を獲得 してい くべ きかについて言及 した ものは少
ない・ また、海外 においては企業 自体 の在 り方や 日本語使用実態 が本 質的 に国内 とは異 な
るため、新 たな問題点 も生 じる。それ は、 日本語や 日本人 との接触が 国内に比べて極端
に少な く、企業 もその 国の商習慣 に合 わせつつ 日本式経営活動 を行 うため、R本 的 ビジネ
ス感覚 の習得や 日本語 による ビジネスコ ミュニケー シ ョン理解が難 しくなるとい う点 であ
る。
一方 、海外の研究 にはシ ドニーの ビジネス ・コミュニテ ィにおける 日本語二一ズ を論 じ
た トム ソン(1996)、香港 の 日系企業 を対 象に企 業側の採用基準や現地社員の業務内容 を
考 察 した板 井(1999)、香港 口本人話者 およびその同僚、上司 に求め られ る ビジネス ・社
交場面 での書 く能力 ・読み取 り能力 を探 った宮副(1999)、メルボ ル ン総合商社 にお ける
日本人 とオース トラリア人ス タッフの接触場面での インターア クシ ョンを縦断的 に研究 し
た吉光(1986)があ る。 タイ国内ではコラー ト(タ イ束北部)や チェ ンマ イ、ピサ ヌロー
ク(タ イ北部〉 の 目系企業が 日本語学科 の大 学生 に何 を求めてい るかを調 査 した宇都野
(2001)、シラパ コー ン大学 目本語 主専 攻の卒業 生の動 向を追跡調査 し、彼 らの職場で の
日本語 使用場面や使用頻度お よびその問題点 を朋 らか にした片桐 ・椿(2002〉があげ られ
る。 しか し、 これ ら一連の研究では対象 と した企業数が少ないため、 日系企業全体 の動 向
を掴 むことは難 しい。 こうした海外各地 のビジネス場面における実証研究 を、今後 さらに
積 み上 げて行 く必要がある と考える。そ の点、島田 ・澁川(1998)では広範囲 にわたる地
域 、企 業を対 象に調 査 を行 っている。 アジア5都 市(ソ ウル ・大連 ・クア ラル ンプール ・
香 港 ・バ ンコク)に お けるビジネスR本 語の 二一ズ を調査票に より調べ、① ソウル ・大連
では企 業が現地社員 に 口本語使用 を強 く求め 、現地社員 も多 くの場 面で使用 してい る、②
香 港 ・バ ンコクでは企業か らの要望 もさほど強 くな く、現地社員の 日木語使用場面 も限 ら
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れてい る、③ クアラル ンプールでは企業の要望が低 いに もかかわらず 、現地社 員は多 くの
場面 で日本語 を使用 している と結論付 けている。この研 究ではバ ンコクの日系企業 におけ
る 日本語二 一ズ調査 を行っているが、その方法がア ンケー ト調査方法 のみ に限られている
こ と、5都 市調査 とは いえ60%以 上の企業が クアラル ンプー ルであ るこ と、そのため考
察 はクアラルンプールのみで あ り、なぜバ ンコクでは 日系 企業 の現地社員へ の日木語二一
ズの要望が弱いのかに関 しては何 も明 らかに されていない。実利 目的で 日木語 を勉強 して
いる割合が最 も高 い(島 田 ・澁 川1998)とされ るバ ンコ クにお ける今 後の 日木語教 育の
在 りかたを考 えてい く上では、この点 を明 らかにす る ことが求め られている と思 う・
3.調査の概要
3,1.調査の 目的
本研究 は、将来海外の 日系企業で働 きたい と考えている人に役立つ ような、企業 と学習
者双方 の二一ズに合った ビジネス日木語 シラバスの作 成 を日的 と して行 った ものである。
そのため には実 際の ビジネス場 面で どの ような 日本語 が使用 され、 どの ようなイ ンター
アクシ ョンが行われているか、企業側 はタイ人 スタッフに どんな 日本語力 を求めているの
か、またそ れは タイ人 日本語学習者 の考 えている 日本語力 と合致 してい るか等 について調
べ る必要が ある と考 えた。 そ こで 日系企業(或 いは 日系 企業 と取 引の ある企業)に 出向
き、イ ンタビュー調査を行 った。その際可能 な限 り職場での コミュニケー ションの実態 を
観 察 させて もらい、職場での タイ人スタッフの役割 と日本語使用の領域 を確認 し、インタ
ビューの内容 とあわせて今後の 日本 語教育の課題 を探 ることを念頭 において行った。
3,2.調査対象 とした企業、被験者
調査 は、日系企業側 とタイ人 日本語学習者双方か らデー タを収集 して行 った。調査対 象
とした 日系企業 は束京海上火災、三菱商事、三井物産、伊藤忠 ・丸紅、三非住友銀行、バ
ンコク銀行1211、三菱倉庫 、 日本航 空、タイワコール、東京 ソックス、SONY、伊勢丹の13
杜(大 手企業)及 び中小企業5社 である。 また、羊,曳験者の タイ人日本語学習者は、早稲田
Educaしlon(Thailand)Co.Ltd.の日本語 コースに在籍す る学生54名13}であ る。 これ らの
学生 はフルタイムで仕平を してお り、夜 閲または土曜 日の コース に通 ってい る。性 別、年
齢の内訳は以下の とお りである。 なお、40代～50代 の学生 の8割 は企業のマネージ ヤー
クラスの仕事 に従事 している。
表1調 査対象とした日本語学習者のプロフィール
年論20代=18人 30代=22人 40代;10人 駅)代=4人
性別 男 二19人 女=35人
学習期剛0一 一6ケ月=4人 6ケ 月 一1年=14人 1年一2年=17人 2年以上:19人
学 習 レベ ル'宅 刀級:27ノ＼ 中扱;18人 .ヒ級19人
3,3,調査の方法
企業側のデー タは、主に企業の トップ ・人事閏係者へ の イ ンタ ビュー による。 会杜全
体 の置 かれている状況や コミュニケーシ ョンのあ り方や今後の展開 をより明 らかにす るた
め、イ ンタビューは言語 使用 を含めその企業 全体の方針 を決定 している人、その決定過程
に閃わ ってい る人にお願 い した。 また、オ フィスの セ ッテ ィ ングや机の配 置、 目本 人ス
タッフとタイ人ス タッフの接触場面での言語 使用 な ども観察 し、記述 した。学生側のデー
タは、全員への質間紙調査及 び一部の学 生へ のフォロー アップ インタビューによる。質問
紙 は英語で書 かれた もの を濃 したが、実 施に当たっては教師か ら説明を十分行 いその場で
回叩.夏した。同答 の しかたが暖昧な もの、意味が確認で きない ものに関 してはフ ォローア ッ
プインタビュー を行 い、デー タの精徴化を心が けた。
4.結 果 と考察
4.1.企業側の 日本語 二一ズ調査
言語 使川 の場 面別、チ ャ ンネル別 にそ れぞれの企業 におけ る言語 使用の実態 につ いて
まとめ た(表2)。 宇.ヒ内では、 日木人ス タッフとタイ人ス タッフの接 触場 而での言語 使用 、
営 業先、本社 、会議で通常用いる言語を答えて もらった。
この表か ら、大手の 口系企業は社 内での会話 を英語で行っているこ とが わか る。その理
表2日 系企業における三『語使用σ)実態
杜内で 『1憐-先で 本祉と ムー.}漸 巨汽 lFil亨1』目A』～ F,へX・maL[
三.菱rl痘事 英議 !英議 英 ・日本 詣 日本語 共諭 日 ・英語
三井物.亜 芙 ・ 日 ・ タ イ H一一目{=目りむ粛 英 ・日 本語・ 日本語 莞語 日 ・英語・
伊.藤.害聖 英語・ 共語 英 ・日本語 日本li昔 英 、i蹄 莫語
メL紅 英訂1 英語 英 ・日本話 日本語 莫語 襲語
東京脅上火災 英藷 英詰 日イこ語 Ll本語 英訴 日 ・英議
三井住友銀行 英語 ρ1卜L-1}フ 、rl「, 日本訟 日本語 英語 日 ・菰 語
パ ンコク錐行 英語 ・タ イ語 英 ・[1本語 日 ・タ イ語 タ イ ・些 語 襲 ・タ イ語 英語
三羨倉庫 タイ話 ll・タ ィ語 英 ・日 本 話 タ イ ・共 語 英 』ll コ1「1'ラf』ノ、 目]
伊勢丹 タイ語 ダイ語 日本語 日 ・タ イ語 タイ語 タイ ・口語
日イ竜,t空
一唱『『訂央
Flir 莫語 英 ・日本譜 英 ・日本 藷 英請 茱 、誓
SONY(.T.f.切)ウミ語 英語 英 ・日 本 認 タイ孟 タ イ ・.襲語 タイ語
タイワ コー ル
ロニ場1
タイ ・ウと韻 タ イ ・共 譜 英 ▼ll本語 タイ語 英語 タイ ゆ 』語
.…概=ソ.ノ ク ス
吏語 英 ・ 日 本 、缶 英 ・日 木 語 タイ語 タ イ ・ シ毛、圧 鼓1,li・
1工1.1、P
ニ チ コ ン タ イ ・日 イこ語 ダイ斎 1体語 日 ・募 諸 夕:し目缶 う篤語
P左鮭行会仕 タイ ・ロ 本語 ・莞 ・II本 昌1y .タ!"任 タイ語 タ イ ・莫 。li 歩ミ・日本 譜
N不∫尻 会杜 タイ ・日 本語 タ イ ・臼 、iil
一
タ イ ・日頑 タ イ ・FI譜 タイ ・日語
K旺 、む輯目r!品公社 タイ語 日 ・タ イ語 日本講 日 ・芙 譜 タイ ・日畝 タ イ ・日請
s.Ill三丘.綱係 ∫ミ社. クイ譜 日 ・タ イ讃 ダイ語 タイ語 タイ語
」
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由 として第一 に・商杜では 「英 語はで きて当た り前」 とい う感覚があ り英語 に堪能な社員
が 多い こと、 日本以外の国 との三国問貿易な どの取 引 も多 く英語での コミュニケーシ ョン
が 便利 なためであ る。 シンガポール、マ レー シア、イ ン ド、バ ングラデ ィッシュ及びア フ
リ カ諸国な どは公用語 として英語が使われてお り、 日本語 を介 さずに交渉 を行ったほ うが
効 率的であ る ようだ。社内文書 ・FAX・cメー ル もフ、寒本的には英語 が使胴 されている。情
報 収集や情報発信重死階にお ける言語が通常英詰 であることは、そ こにおける言語 使用 を決
定付けている と思 われる,
第二に、 日木の大手企業 に入杜 して くる タイ人ス タッフの ほとん どは タイの有名国立大
学 出身者であ り、小学 校か ら英語教育を受 けて きた彼 らの英請力は十分 実践 で使川で きる
レベルにある。つま り、英語がで きる人材 はそれ程 賃.金面での配慮をせ ずに雇用 で きる状
況(松 井1993〉が存在する。ただ し、 これ はバ ンコクに限 っていえる ことであ り地方へ
行 くとその様 相は全 く異な る中Q
第三 は、仕事 には ミスが 許 され ないこ と、で きるだけ迅速に処理 を行 う必要が ある こ
と、一 つの案件 に何 人かのス タッフが閏 わるため に全員が理 解で きる言 葉が望 ましい こ
とが挙 げ られる。従業員 をた くさん抱 える大 企業で は全ての人が話せ る共通語が必要であ
り、英語 の優 位性 は変 わらない。ただ し表2か ら分かる ように、こう した大企業で も本社
とのや り取 りや会談で は日本語使用が多 く見られる。 日常業務 以外の本社か ら送 られて く
る芽1・1機軸椛想 や今 後の企業展望な どの乖要書類 は、 日本議で書 かれてい るとい う.ま た 口
系企業の場合 、支店長 を含む企業 の トップは全て 日本人で形成 されてい るので、会議 は 日
本蹟 を使用す ることになる〔3。こうした大 手企業で求 められている 口本語力 をま とめる と、
以下の ようになる,、
11本社か らの文書、塒に今後の事業戦略や新構想 展1井1のものは、通常 日本語で書かれ
ている。 こグ)ような文書 を読めて理解で き、対処 で きる中間管 理職的な仕事 をこな
せ る 目本語 力。 日本語能ノ」試験1級 程度・ ジェ トロテス ト1らIJ1+一・Jlレベ ル。理
想、的には 日本で の留学 経験 を宥す るこ と。
21人 事 ・総務閃係、保険 ・医療手続 きな どの文書 は専 門用語が 口本語 で送 られて くる
場合が 多い。そ う した文書 に 目を通 して、 まず何が書かれているか把 握で きる能力 、
辞書 を引いた り日本人 に聞いた りしなが らで も、自分 で仕事 を処理 で きる程度の 日
本語能力。 日木語能力試験2級 以上・ ジェ トロテス ト」2～J3レベル。
3)日本 人幹部の秘書やア シス タン ト的 な仕事場面。 身の 回 りのlll:話、例 えば ゴル フや
旅 行、 タイで生活する上でのいろいろな情報 やコ ミュニケーシ ョンな ど。 また、 日
本か ら来る本社社.員や取 引先顧客の送迎、ホ テル手配、.、聞 く、話すの 会話 が主だが
eメー ルやFAXに よるや り取 り、 日本語 に よるスケジュール表の作成な ど も含 むの
で・読み・1!.1・きも多少は必要。 日本語能力試験3～2級 租1.葉・ ジェ トロテス トJ3～」4
レベ ル。/、
一 方、メーカーや もう少 し規 模の小 さい日系企業で は日木語が堪能な スタ ッフはいる も
のの・全体 的な会社運営 は タイ語 による ところが 多い。役所 とや り取 りしなが ら、 タイ
の法 律や手続 きに則 り届IIE.1書頚を作 成 していか なけれ ばな らないか らである。大企業 と異
なって駐在 員の盲語能力 はそれ程問われず、技 術 を持 っているか どうかが海外に派遣 され
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るフ、象準 となっている。例 えば、 トヨタが タイヘ進 出す る場 合には約100社の閏連会社や部
品下請け会社 を引 き連れて くる と言 われているが 、こ うした会社 で働 く人 々の中には 「語
学 は苦手、 日本 人なんだか ら日本語で」 とい う職 人肌 の現場 タイプの人 も少な くないg彼
らはバ ンコク周辺 に点在する工 業団地な どの現場 で指揮 を取 るこ とが 多 く、傍 らには通訳
と して働 くタイ人スタ ッフの姿が見 られるが 、若 い駐 在員 の増加 とともに 日本人側が タイ
語 を学習 して タイ語で指導を行っているケース も増えて きている。 また、 メーカーはタイ
で消費者向けに商売 を してお り、直接 タイ人の顧 客 とや り取 りす る場 面が多いので、言語
の問題は重要である、以上か ら、中小 企業 では次 の ような場面 で 口本語 が必要 とされてい
るとい える。
1)メー カーの社長や工場長 の仕事上の通 訳 と して、 タイ人ス タ ッフに教 える専 門的 ・
技 術的な知識 に至 る日本語力。 日本語能力試験1級 以上。 日本語能力 だけで はな く、
技 術的な ことが らを理.解し、専門用語 を使 い こなせ る高度 な 日本語力。 ジェ トロテ
ス トJ1+～」1レベ ル、 この レベルの 日本語 力 を持つ タイ人は現在 少な く、優秀 な人
は 日に5,6件 掛 け持 ちして仕事 をしてい る状態であ り、今後 も需要が非常に高い。
2)メーカーの社長や現場 でのマネージ ャーの 泌,舶りな仕事。電話 の取 次 ぎ、ス ケジュー
ル作成、FAX・eメ ー ル作 成、出張の手配 、その他 日常生 活に閃 わ る言語 的な問題
を処理 す るL』本 語力。 ジェ トロテ ス ト」1～」3レベ ル。 日本 語能 力試験2級 以上。
特に 日本人との会話が スムーズに行 えるこ とが必要 とされ る。
3)多少 日木語 がで きるレベ ル,日 本 語能 力試 験4級 以上 ・ジェ トロテス ト」3～J4レ
ベ ル。 タイ語 も英語 も話せ ない 日本 人の場 合、 円本語 を理解 す るタ イ人ス タッフの
存在 はそれ 自体心強い。食堂での注 文、時 問や場所の確認 、機械 の操 作上 の簡単 な
指示 などが 日本語 で行 えると、 ス トレスが 小 さい とい う。 片需 の 目本語で も、相手
の言 ったことが理解で きる聴解能力 を有す る ことが求め られている。
表3今 後の日石 汗使用状況
増や したい
現状維痔
わからない
計
*従業員数が馳 人以上の企業を大乎企震とし、49～10名を中企業、9名以
下を小企業としたら
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次 に将来、 日本語の使用 を現在 より増 や して い く意 向があるか どうかを尋ねた ところ・
表3の ような結果 が得 られた。大 企業では、ドll内で最 も日本語が使われてい るセ クシ ョン
は通訳 ・嗣訳 ・秘書 ・営業 であ った。通訳 は社 内で の上 司 との コ ミュニケーシ ョンの他 、
日本か らの来客の接待 など、翻訳は タイの役訴 に提出する許可 申請、保険書類及び税務 閏
係一匠ll二須の翻訳が多 く、この傾向は中小 企業でも同様である。 今後のF1木語使用に閲 して大
企業 は 「現状維持」「増や したい」がほ ぼ同 投であ ったが、 これは英語 を共通語 とす る方
針 を将来的 にも継 続す る意向 を示 した企業 と、表向 きは英語 だが随所で 口本語の必要 を感
タイの日系企業の求める目木語二一ズに関する分析
じてい る企業がある ことを示 してい るといえ よう.中 小企業 では社 内での共通語は タイ語
で あ り・ タイ語 を理解 しない 日本人 と話す ときのみ通訳 または英語 を用いる。言語の仲介
は・ タイ語 を流暢に話 す 口本人や 日本語 を上手 に話す タイ人 に全 面的に任 せている場 合が
多い。今後の 日本語使用に関 しては 「増や したい」が 、日本語力 のある高給 ス タッフ を何
人 も雇 うことはで きないので、 日本語能力 も高 く.目.つ仕事 もで きる人を選 別 して採 川 した
い との考 えであった。
インタビュー を通 して強 く感 じた ことは、大 企業 も中小 企業 も中途半端 な 日本語 力は要
らない、必要 とするのは読み書 き、会話すべてがで きるか な り高 度な 日本語力だ とい うこ
とであ る。その人の英請力に匹敵する程度の 日本語力で はない とビジネス場面 では使えな
い とい うこ とであろう。採用す るな ら日本語能力試験1級 を持 ち日本へ留学 した経験の あ
る人 を望 んでい るが 、その留学経験 も1年 ではな く2、3年 以上 を求め ているのは宇都野
(2001)の指摘 と一 致する・ さらに、 日系企業では通常 支店長 以下 マ ネージ ャー レベ ルは
全て 日本 人であるため 、日木語力 のみな らず 日本人の考 え方、人 間閃係の構築 ・維持の し
かたを心 得ている人材 を求める ところが多い。そ うなると実際 には、 タイ語の 出来 る現地
採用の 日本人を雇用 したほ うが よい場合 もあるが、 ロー カルの 日本 人の場合 は能力や素 質
の面、 タイ語 の レベ ル、労働 許可証(ワ ークパ ー ミッ ト〉の必要性の点か ら足踏みす る会
社 もある。 また、雇用す るタイ人ス タッフを即戦力 として考 えるか、会社 と して育ててい
くつ もりがあるかとい った企業 の方針 もスタ ッフに望む 日本語力 に影響 を与 えてい ると思
われる。
4.2.学生が考 える学習 すべ き日本語能 力
今 同調査 を行 った学生の大部分 はモチベー ションも高 く、現 在 日系企業で働いている こ
とから、実際 に企業側か らどの ような円本語 を求め られているか を肌で感 じ取 っている と
思 われる。そ う した学生に以下の ような質問紙調査を行い、図1～ 図5の ような結果 を得
た。
質問項 目
1)あなたは、会社 で日本語 を使用 しますか。
→使 うと答えた人に
2)目本語の使川頻度 はどの ぐらいですか。
a.毎 日b,ほ ぼ毎 日c.週 に数[r】id,月 に数 回e,そ の他
3)どんな場面で 日本語を使用 しますか。
a.会杜での 日常会話b.会 議c.取 引先 との 会話
d,電話 を含 む企業内での 日本 人スタッフとのや り取 り
e.社内文書 を読 む £ 手紙,FAXg,eメ ールh.そ の他
2〉あなたはどう して、現在 日木語 を勉強 してい ますか。
3)日本語 でどんな ことがで きるようにな りたいですか。
4)日本話 のレベルが.ヒ達す るにつ れて、会社で 日本語 を話す機 会が増 えて きましたか。
どのようなインターアクシ ョンが増 えましたか。
5)あなたの上司や同僚は、あ なたが 日本語 を学習 してい るこ とを知 ってい ます か,、
6)日木語が現在 よりももっと上達 した ら、 日木語 を よ り使用す る部署への配 置換 え を
早f,膏田大学 日本語教育研究
要求 しますカ㌔
7)日本語が で きることが給料の而でブラスに働 きますか、・
どの程度 プラスにな りますか。
使わない
月に数回
週に数回
ほぼ毎日
毎日便う
0 510
図1日 本 語 の 使用 頻 度
15 20
調査 対 象と した学 習者は初 中級 か ら上級 レベルの学生54名 であ り、結果 は 「日本語 を
使 う」34名、「使わない」19名であった,、使 うと答えた学生 の うちの半数以上は毎 日使用
してお り、会社で 日本語使用の櫨会が 多い ことが わか った。「使 わない」「月に数 回」 と
答 えた学生の うち、 まわ りに日本 人が いる者11名 、日本人 はいるが英語で コ ミュニケー
ションを行 う者が7名 、恥 ずか しくて話 さない者が4名 であった、
文書を読む
社内での会話
社外での会話
会議
手紙/FAX
eメー ル
0 510152D
図2ど ん な場 面 で 日 本語 を使 用 して い る か
25 30
図2は 、どんな場面で 日本語 を使用 しているかを表 したものだが、ここか ら社 内だけで
はな く顧客 との雑談や取引 な ど社外で もかな り話す場面が あることがわかる。 ただ、取引
の重要 な交渉 は英語で行 うこ とが多 く、挨拶 や 自己紹介 などの会話の切 り出 しや切 り.ヒげ
な どに 日木語が用 いられている(フ ォロー アップインタ ビュー より〉。 また、社内文書 を
読む(9名)、eメ ールを書 く(8名)と 答 えた学生 の大半 は重複 してお り、メールを書 く
場 合は必ず 口本 人にチェックして もらっている ことが わか った。
将 来日木語 を使って、どんなことがで きるようにな りたいか とい う質問(図3)に 対 し
ては、社内 、社外 を含めた ビジネス.Lでの スムーズなコ ミュニ ケー ション、会話力 のア ッ
プの他に翔訳 ・通訳 と答えた者が多か った・,中小 企業 では顧客 との交渉やメールのや り取
タイの日　 の求める日一 一ズに降コする分析1
日本留学
会話加p
翻訳逼訳
ビジネス上で
日本語教師
大学院受験
0 246810
図3日 本 語 で で きる よ うに な りた い こ と
12 14 16
りまで 日本語で行 うこ とも少な くな く、会話 だけではな く読み舎 きの重要性 も高 い といえ
る。ただ、 フォローア ップインタビューか ら、ここでい う翔訳 とは企業内文書の 翻訳 だけ
で はな く、 日本の小説 をはじめゲームの解説書 、マ ンガ、雑誌記事 などを日本語 に訳す い
わゆる翻訳業 をも含んでいる ことがわかった,,タイには]本 のサ ブカルチ ャーが 大1些llに流
入 して きてお り、 日本語 がで きる人は こうしたアルバ イ トに従事 してい る も0)が多い。 ま
た、 口本留学 、大学 院受験 とい う答 えか らは、あ る一 定期 問企業で社会経験 を積 んだ後、
大学院進学や留 学を 目指 して 自らのfIIli値を高 め,給 料・の高 い会礼へ と転載 を繰 り返す現代
タイ人の考え方(古 川20D2)の一端が うかが える。
増えたと思う
上達度と関係ない
変わらない
/一コメント
0510152025
図4日 本 語 の上 達 度 と 日本ii酎蓮用 機 会 の 閏 係
30 35
調 査対 象 とした学習者 は、 日本語能力 試験4級 以上1級 未満の学習 者で あっ たが 、 日
本語の.ヒ達度 と使用機会の関係(図4)は 、「増 えた」「変 わらない」 「閃 係ない」が ほぼ
同数であった。 これは 日本語 の上達度 にもよるが、 日本語 を使わないセクシ ョンであれば
使用機会に即反映するわけで はないことを表 してい る。 日本人を多 く抱 える企業 で働いて
いる人は、仕1挺り.外の場で日本語でお しゃべ りす る機会がかな り増 えている ようであった
(フォローアップインタビュー よ り)p
日本語 力の ア ップが給 料に反映す るか とい う質問 に対 して は,「昇給す る」が 「変わ ら
ない」の倍であ った(図5〉・ 「変わ らない」 と答 えた学生 の中に も、 日本語力 のア ップ=
給料の増加で はな く、 口本語力が高 くなれ ば当然1、曇1囲との コ ミュニケーシ ョンが楽にな り
仕事 の範囲 も広が り役に立つ 、つ ま り日本語 がで きることが 評価 され るので はな く、そ
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昇給する
仕事は変えない
何も変わらない
分からない
0 51D15
図5日 木 語 力 と給 料 との 閏 係
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れが仕事に反映 されてメリッ トになるこ とが評価 され ると・思うとコメ ン トした者が4名 い
た・ この考え方は、企業側に インタビュー した際 に得 られた もの と同 じであ り、その意味
で企業 と学習者 の問には日本語力の評価 に対 してそれ程ず れがない と見 ることもで きる。
ア ンケー トに答えた学生の多 くは現在 の給料 に満足 しているためか 、 日本語力のア ップを
条件に配置換 えや昇給 を企業 側に求めたい と した者は少なかった。
4,3,企業側と学習者側の求める日本語学習の比較
大手企業は社内外での日本語の需要は認めているが、現段階では英語力をより重要視 し
ている。これは仕事で使える日木語 レベルとなると、営業で取引条件や金額を問違いなく
交渉できたり日本人顧客のアテンドができる程度を想定するが、そのレベルに達している
タイ人スタッフの数が少ないためである。中小も含め企業側が求める日本語力は会話だけ
ではなく読み書きも十分でき口本の商習慣やビジネスマナー ・付き合い方も心得ているレ
ベルであるが、そこまで到達するには学習を最低2～3年 継続しながら、しかも会社で日
本語を使用する機会が与えられることが必要であろう。現状ではある一定レベルに達する
までは会社内で日本語を使用する機会は少なく、したがって実際使川の場が限られてしま
うために日本語力が、思ったほど伸びず、学習著一側の焦燥感につながっていると思われる。
その一方で、大手企業の中には挨拶程度の日本語力でも社員問の友好閃係の憐築には役立
つと考え、福利厚生の一環 として社員に日木語を奨励 している企業もある・
質問紙調査の結果からは、会社で日本語を使用する櫨会のある学生が多いこと、使用場
面は社内の会話だけでなく取引先との交渉や電話でやり取 りをする、社内文嘗 ・eメー ル
を読む、eメールを書 くなど多岐にわたっていること、また将来日本留学や大学院などに
進む考えを持っている人が多いことがわかった。学生側が求める日本語能力の中では、社
内における会話能力の向上が一番多かったが、具体的にどのようなことができるようにな
りたいかを聞いたところ、明確な目標を示さず漠然 とした答え方を した学習者が多かっ
た。これはグループの学生の大半が初中級 レベルであり、まだ仕事上で日本語を使う機会
がないためだと考えられるが、企業ll1rlが社内外で求められる日本語二一ズ及びそのメリッ
トに閃 してはっきりと方針を打ち出していない、あるいは学也者側が把握 していないこと
もその要囚の一つだといえる、それに対 して、既に日木語を使って仕事をしている学生は
企業側の二一ズを的確に捉え、自身の目本語力の評価に閃しても企業側との問に大 きな考
え方の違いが見られなかった。今後はこれから日本話を学ぶような人にも言語面での企業
としての方向性を明確に示 し、社内で達成したいことや笑現 したいことなど将来的な目標
タイの日系企業の求める日本語二一ズに閃する分析
を持たせていくことができれば、企業と学習者の 目標 とする日本語力 との問のずれは小さ
くなると考えられる。
5.まとめと今 後の課題
5.1.まとめ
本研究の目的は、実際のビジネス場面での 口木語の使用実態、企業側の望む具体的な日
本語力と学習者の考える日本語力 との乖離を明 らかにすることであった。 まず企業はその
規模や業種により、求めている日本語二一ズに違いがあることがわかった。前項で考察 し
たように、大手企業は社内では基本的に英語使用だが、会議や本社 との重要な打 ち合わせ
や取引先との折衝などは日本語で行われている.中小企業や工場の現場では日本語または
タイ語が使われており、通訳やマ ネージャー秘書 としての 日本語需要が きわめて高い。企
業側の姿勢としては、大手企業はコスト削減の面からも法的な面からもm、日木人駐在員
の仕事が肩代わりできるようなハイレベルな口本語力を持つ能力ある人材を求めている。
その一方で、多少でも日本語が分かるスタッフが増えれば日本人との交流 ・友好閃係が構
築で きることから、タイ人の全体的R本 語力の底上げも考えている。ただ、日本語がで
きる人材は給料面で高くなるため、積極的にそうした人を採用すると人事作系が崩れる可
能性があ り、必要とはしているが実際にはなかなか増やせないとい うジレンマがあるよう
だ・その点、規模の小 さい日系企業では日々の仕事上 円木語を使わざるを得ず、読み書
きから会話まで幅広い日本語力 を要求している。英語が媒介語 として使えない工場などで
は、特にその傾向が強くなっている。企業側 と学習者側の求める日本語力に関 しては、日
本語 レベルの低い学習者ほど企業の求める日本語二一ズを的確に把握 していないため、漠
然と会話力のアップを求めて くることが多く、実際のビジネス場面で求められる日木語力
との問にずれを感 じるが、レベルの高い学習者にはそうしたずれはあまり見られない傾向
が明らかになった。
5,2,今後の課題
タイにおける日系企業側と日本語学習者側の双方か ら、 ビジネス場面 にお ける日木語 の
問題を調べ て きたが、 これは基礎的 な研究であ り、今後は こうした調 査研究 を もとに企業
側の二一ズに対応 した ビジネスジ ャパニーズ のシラバ ス、カ リキ ュラム作 成が急がれる。
ビジネス場面 にお ける日本語の コ ミュニ ケー シ ョンスキル を測 るジェ トロビジネス日本語
能カ テス トの発足 によ り、ビジネス上の コ ミュニ ケー シ ョン能力の定義 やその育成方法に
も具体 的な指針が示 され始めた。多忙 なビジネスパー ソンの学 習方法 として は、従来の教
育方法 に加 えて各 自が 自由に どこか らで もアクセスで きるCAI教 材やオ ンデマ ン ド教材、
1人1人 の学習者 に対応 した個別カ リキュラムな どが効果的であ ろ う。 また学習 者が 自分
でカ リキュラムやコー スを自由に選ぶ ことがで きるシステ ムの錐備、開発が なされ、学習
者 が 自律的に学習で きる体1副作 りが早急 に望 まれ る。
日系企業へ の二一ズlllll・1査は今 後 も引 き続 き行 う予定であ り、企業 の規模、立地 、業種別
のバ リエーシ コンをもう少 し細か く見てい くとともに、企業内での タイ人ス タ ッフと日本
人 とのイ ンターアクシ ョンの方向性 やその言語使用 なども覗察 してい きたい。 さらに、本
与毛f」看田 大 学=日本亘吾享文ff耐f究
当に使 える日木語力の育成 という面で は、 よ り多 くの タイ人 に日本への智学 ・研 修の道 を
開い てい くこと も必要 だと考 える。企業出資に よる奨学金制度、企業内短期H木 語 研修な
ど既 に行 われ ている もの もあるが、大学 ・大学 院 と企業 の連携に よ りもっ と幅の広 いプロ
グラムの実施 を促 してい くこ とが必要であ ろう・,
謝辞:本 研究 を まとめ るに当た り、イ ンタ ビュー訓 査にご協力いた だいた 多 くの在 タイ日
系企業 閏係者 な らび に盤谷 日本 人商工 会議所 、バ ンコク円木貿易振 興会 の方 々、早稲田
Education(Thailand)に在籍す るビジネスパ ーソ ンの学習者の皆 様に、深 く感謝いた し
ます。
注
(1〕チ ュ ラ ロ ン コー ン大 学 は.2QO3年度 か ら 日本 語 学 科 の学 生 は既 習 者 の み に 限 定 、 カ セサ ー ト大
学 も2〔)06年度 か ら同様 に 、既 習者 のみ の 受 け入 れ と な る予 定,
(2〕バ ンコ ク銀 行 で は現 在 日系 企 柔 と の取 引 を拡 大 して お り、 そ う した セ ク シ ョン にお ける 言 甜 使 用
実 態 で あ り、 銀 行 全 体の もの で は ない.
(3〕早 稲 田Education(TlユaHand)では、 通 学 日本 語 コー スの ほ か 、企 業 に教 師 を派 遣 す る コー ス も
あ る 。 今 回 闘 査 対 象 と した 学生 は 、 こ う した 派 テ.遊コー スに 在 籍 す る学 生 も含 んで い る。
(・Dタイ人 に よる と、 バ ン コ クは 「タ イ にあ るが タ イで は ない 」 とい う。 す なわ ち 、バ ン コ ク とそ れ
以 外 の 地 方 との 生活 水 準 、 賃 金 格 差 はそ れ 程 激 し く、 経 済 、 教 育 、文 化 を は じめ あ らゆ る もの が
バ ンコ ク を中心 に 回 って い る。 現 在.バ ン コ クに お け る学 生 の 高学 歴 化 は進 む 一 方 で 、 大 学 院へ
の 巡 学 が急 速 に晋 及 して い る 。現 在 タ イの 全 人 口の 約20%、 また 在 住 外 国 人の70%が バ ンコ ク
に 集 中 して い る と言 われ て い る。
〔5)これ が ア メ リカ な どの場 合 に は 、 ア メ リ カ内 の 支 店 同 士 の や り取 りは 全 て 英 語 に な り、 会 議 も英
語 で 行 わ れ る こ とが ほ とん どだ と言 う・ しか し、 タ イ を は じめ とす る イ ン ドネ シ ア 、ベ トナ ム 、
マ レー シ ア な ど東南 アジ ア 及 び 中 国で は 、 目木 語 が 主 流 とな る よ うで あ る。
(6)ジェ トロ ビ ジネ ス 日本語 能 力 テ ス トは 、 聞 き と り能 力 と読 解 能 力 を測 る 恥 読 解 テ ス ト(JLRT)
と 口 頭 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン能 力 を測 る オ ー ラ ル テ ス トqOCT)か ら成 る.8DO、㌧'エ満 点 で6〔X〕点
以 上 が 」1+レ ベ ル、き30点以 上 がJlレ ベ ル、・120点以 上 がJ2レ ベ ル 、320,点以 上 が 」3レベ ル 、
20q点以Lが 」4レベ ル、20D点以 下 は 」5レベ ル と な っ て い る。」1+は ど の よ うな ビ ジ ネ ス場 面
で も 日本 語 に よ る一卜分 な コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン能 力 が あ る 、」1は幅広 い ピ ジ ネ ス場 面 で 目本 語 に
よ る 適 切 な コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン能 力 が あ る、」2は限 られ た ビ ジ ネ ス場 面 で 日 本語 に よ る適 切 な
コ ミュ ニ ケー シ ョ ン能力 が あ る 、J3は限 ら1した ビ ジ ネ ス場 画 で 日本 請 に よ る あ る 程 度 の コ ミュ
ニ ケ ー シ ョン能 力 が あ る 、J4は阻 られ た ビジ ネ ス場 面 で 日本 語 に よる 最 低 限 の コ ミュ ニ ケ ー シ ョ
ン 能 力 が あ る 、」5は目本 語 に よ る ビ ジ ネ ス コ ミュニ ケ ー シ ョ ン能 力 は ほ と ん どな い 、 と な って
い る。
(7)娯行 な どの 金 融1議閃 で は 、 商 仕 や 一 般 企 業 とは 異 な り、BankQfThailand(タイ 中 央 銀 行)に
よ っ て 毎年 外 凹 人枠 が割 り当て られ る た め 、1二li用で きる外 国 人の 数 が 蹴 し く制 限 され て い る。
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